
  

職業能力開発施設拠点化 高等技術専門校施設内訓練検討委員会設置要項  

 

（趣旨） 

第１条 この要項は、職業能力開発施設拠点化高等技術専門校施設内訓練検討委員

会（以下「検討委員会」という。）の設置及び運営について、必要な事項を定める。  

 

（設置目的）  

第２条 熊本県立高等技術専門校（以下「専門校」という。）が公共職業訓練施設と

しての役割を果たし、熊本の地域産業を支える有為な人材を将来にわたり安定的

に育成・輩出していくためには、訓練を充実していくことが必要である。 

専門校の各実習棟をはじめとする建物は、全体的に老朽化していることから、

今後、建物の再整備（ハード整備）に向けた準備作業を進めて行くこととしてい

る。訓練の充実に当たっては、ハード整備とともに、時代の変化や技術革新に対

応したカリキュラムの見直しなどソフト面を充実させることが重要である。 

このため、専門校の施設内訓練（自動車車体整備科、電気配管システム科、総

合建築科及び販売実務科をいう。）の充実等に関する具体的な内容を検討するため、

有識者等による検討委員会を設置する。 

 

（所掌事務）  

第３条 検討委員会は、前条の目的を達成するため、必要な事項について検討する。 

 

（組織） 

第４条 検討委員会は、次の各号に掲げる者（委員）により構成する。  

（１）庁外委員  

専門校の施設内訓練に関連する知見等を有する者。  

 （２）庁内委員  

別表１に掲げる熊本県の関係課の職員、熊本県教育委員会事務局の関係課

の職員及び熊本県立湧心館高等学校の職員 

 （３）熊本県商工観光労働部商工労働局長（以下「商工労働局長」という。）  

２ 庁外委員は、２５人以内とし、商工労働局長が就任を依頼する。 

３ 検討委員会に、会長を置き、商工労働局長をもって充てる。  

４ 会長は、検討委員会の会務を総理する。 

 

（会議） 

第５条 検討委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長に事故があるときは、熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用創生課長

がその職務を代行する。 

３ 会長は、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。  

４ 会議の議事進行を図るため、司会を置くこととし、熊本県商工観光労働部商工

労働局労働雇用創生課（以下「労働雇用創生課」という。）又は専門校の職員のう

ちから会長があらかじめ指名する。  
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（部会） 

第６条 特定の事項を検討するため、検討委員会に別表２のとおり部会を置く。  

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。  

３ 前条各項の規定は部会に適用する。  

 

（（仮称）技能振興センターの設置に関する検討委員会との連携）  

第７条 第３条の検討に当たっては、別に設ける「職業能力開発施設拠点化  （仮称）

技能振興センターの設置に関する検討委員会」と連携し、検討内容について調和

を図るよう努めるものとする。  

 

（庶務） 

第８条 検討委員会の庶務は、熊本県商工観光労働部商工労働局（労働雇用創生課

及び専門校）において処理する。  

 

（雑則） 

第９条 この要項に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、会

長が別に定める。  

２ この要項を改正するときは、商工労働局長の決裁により改正できるものとし、

その改正内容は、改正した直後の会議で委員に報告するものとする。  

 

（附則） 

 この要項は、平成３１年（２０１９年）３月２０日から施行する。  

 

別表１（第４条関係） 

健康福祉部子ども・障がい福祉局 障がい者支援課 

教育委員会事務局教育指導局 高校教育課 

教育委員会事務局教育指導局 義務教育課 

教育委員会事務局教育指導局 特別支援教育課 

 

別表２（第６条関係） 

自動車車体整備科部会 

電気配管システム科部会 

総合建築科部会 

販売実務科部会 
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高等技術専門校施設内訓練検討委員会　委員名簿
順不同、敬称略

部会 委員名

職　員

職　員

職　員

職　員

職　員

科共通

販売実
務科部
会

中 島  範 幸

古 川  保

植 嶋  均

工 藤  光 明

森  正 光

小 川  倫 央

中 村  朗 子

吉 田  周 生

甲 斐  憲 彦

自動車
車体整
備科部
会

　　西川設備工業㈱　代表取締役

石 坂　敏 明

坂 本  泰 介

西 川  清 明

　　工藤設備工業㈱　代表取締役

井 主  英 尚

嶋 田  正 人

緒 方  勝 行

瀬 尾  敬 史

川 畑  幸 広

汐 田　康 博

村 上  泰 浩

山 下　智 史

熊 川  嘉 一 郎

山 下  敏 文

宮 本　慎

　　㈱汐田電設　代表取締役

　　泰明電機㈱　代表取締役

　　不二電気工業㈱　情報通信部長

総合建
築科部
会

　　ポリテクセンター熊本　職業訓練指導員

　　㈲リタシード・代表取締役

　　（社福）熊本県手をつなぐ育成会　常務理事

　　熊本障害者就業・生活支援センター　支援ワーカー

　　（社福）ライン工房　統括管理者

　　㈲森工務店　代表取締役

　　崇城大学　工学部　教授

　　㈲熊積建築事務所　取締役

　　すまい塾古川設計室㈲　

　　植嶋工務店　代表

県立湧心館高校

熊本障害者職業センター　＜公的機関委員＞

熊本労働局　＜公的機関委員＞

（県教育庁）特別支援教育課

（県庁）障がい者支援課

（県教育庁）高校教育課

熊本県建築組合連合会　推薦委員

（建築一般に関する先端技術動向等）　【個別就任依頼委員】

（一社）熊本県建築士事務所協会　推薦委員

（古民家再生、建築施工管理）　【個別就任依頼委員】

（県教育庁）義務教育課

ポリテクセンター熊本　＜公的機関委員＞

熊本県中小企業家同友会　推薦委員

社会福祉法人熊本県手をつなぐ育成会　推薦委員

熊本障害者就業・生活支援センター　＜公的機関委員＞

（就労移行支援事業所）　【個別就任依頼委員】

（障がいのある方を雇用している事業所）　【個別就任依頼委員】

　　熊本労働局職業安定部職業対策課　地方障害者雇用担当官

　　㈱共同　代表取締役

　　熊本障害者職業センター　主任障害者職業カウンセラー

職業能力開発施設拠点化

（一社）熊本県自動車整備振興会　推薦委員

熊本県自動車車体整備協同組合　推薦委員

熊本県自動車整備商工組合　推薦委員

熊本県自動車整備工業協同組合　推薦委員

熊本県自動車販売店協会　推薦委員

熊本県電気工事業工業組合　　推薦委員

（一社）熊本県電設業協会　推薦委員

熊本県電気工事業工業組合　推薦委員

熊本県管工事業組合連合会　推薦委員

熊本県管工事業組合連合会　推薦委員

（熟練・卓越した大工技術）　【個別就任依頼委員】

上段：委員就任依頼区分　　下段：所属企業名等

　　（一社）熊本県自動車整備振興会　事業部教育課課長

　　（資）嶋田自動車塗装工場　代表

　　熊本県自動車整備商工組合　専務理事

　　熊本県自動車整備工業協同組合　事務局長

　　熊本県自動車販売店協会　専務理事
電気配
管シス
テム科
部会
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会 議 開 催 期 日 

 

平成 31 年（2019 年）3 月 20 日 第１回委員会 

 

平成 31 年（2019 年）4 月 22 日  第１回自動車車体整備科部会 

平成 31 年（2019 年）4 月 23 日  第１回電気配管システム科部会 

平成 31 年（2019 年）4 月 25 日  第１回総合建築科部会 

 

令和 元年（2019 年）6 月 10 日  第２回総合建築科部会 

令和 元年（2019 年）6 月 13 日  第２回自動車車体整備科部会 

令和 元年（2019 年）6 月 14 日  第２回電気配管システム科部会 

 

令和元年（2019 年）10 月 23 日 第２回委員会 
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熊本県立高等技術専門校 

 〒 ８６１－４１０８ 

    熊本市南区幸田１丁目４番１号 

      電話 ０９６－３７８－０１２１ 

 

 

熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用創生課 

    〒 ８６２－８５７０ 

      熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号 

       電話 ０９６－３３３－２３４４（課直通） 
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